
１．はじめに

気象学は日々変化する気象やそれに関わる様々な科

学の理解を基軸として今日まで発展を続けてきた．本

稿では，気象や気候の情報や学会員の活動が，シンポ

ジウムのタイトルである「地域づくり」にどのように

関わることができるのかという点について考えること

にしたい．主に，市町村や都道府県など地方自治体の

空間スケールを対象とする．

２．気象学と社会

気象学の価値として，「物理現象の解明」は当然求

められるし，これを通じて気象予報の改善にもつなげ

ることができるであろう．一方，社会と気象の深い関

わりを考えると，気象と社会のつながりを「研究とし

て」扱うことも十分可能なはずである．このような背

景のもとで，英国の王立気象学会は1994年に学術誌

Meteorological Applicationsを創刊した．応用気象，

気象予報の論文が多いものの，気象サービスについて

の研究論文を受け付けている．アメリカ気象学会では

2009年にWeather,Climate,and Societyが創刊され

ている．タイトルからもわかるように気候や気象と社

会の関わりを強く意識し，気象情報の利用者側の立場

に立った研究が多く報告されている．我が国では，歴

史の長い Journal of the Meteorological Society of
 

Japanや SOLAの国際誌を発刊しており，気象学に

関連した諸分野の投稿も受け付けているが，気象と社

会との関わりについて述べた論文は決して多いとはい

えない．

日本気象学会と気象庁は，気象研究の発展，大学等

における気象研究分野の人材育成，気象庁の予測精度

の向上を目的として，2007年に気象研究コンソーシア

ムを設立した．この枠組みによって，気象庁による現

業の予報データや観測データを短期予報から１か月予

報まで，あるいはメソ予報から全球予報まで利用する

ことが可能になった．大学という立場からみると，こ

の枠組みは気象予報に関わる人材育成や気象データを

応用した新たなブレークスルーの発掘も期待でき，非

常に魅力的な枠組みである．

３．地域と気象，気候

気象は，古くから地域の暮らしに密接に関わってき

た．たとえば，祭事や農作業の時期，代々伝わる生活

の知恵には，地域ならではの特色があり，気象情報が

経験的に利用されてきたことがうかがえる．また地域

を代表する伝統的な産業には，地の利が活かされてい

ることが多く，そこにも気象条件が関わっていること

が多い．

2000年代になると地球温暖化に伴う地域の気候変動

の予測という位置づけで地域気候の研究が再び活発化

してきた．地球温暖化は地球規模の問題であり，科学

だけでなく政治的な問題も内包しているが，それによ

る影響は地域ごとあるいは季節ごとに特色が大きく異

なる．したがって，それぞれの地域ごとに，将来の気

候予測情報が必要になる．また温暖化の予測に限ら

ず，「気象の研究は地域の数だけある」と言えるし，

地域間の共通点や相違点を見つけることは，気象学的

に面白い．

一般に全球の気候予測に用いる気候モデルは空間解

像度が粗いため，本稿で対象とするような地域特有の

気候を表現できていないことがある．このような場合

に，力学的ダウンスケーリングという方法がしばしば

採用される（稲津・佐藤 2010）．これは空間解像度の
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高い気象モデルを用いて，特定の地域のみを細かな

メッシュで再計算する方法である．ここで用いる領域

気象モデルは近年急速に進歩してきており，これも地

域気候予測の研究が活発になってきた一因であろう．

ダウンスケーリングによって得られた地球温暖化に

伴う地域気候予測のデータは農業，生態系，水資源，

防災等の分野でさらに解析され，日本各地の影響評価

研究にも利用された（温暖化影響総合予測プロジェク

トチーム 2008）．これらの研究成果は，自治体の地球

温暖化政策へ反映されることが期待されており，適応

策立案に資する情報としても発信されている（気候変

動適応の方向性に関する検討会 2010）．このように地

域の気象や気候の情報は，気象予報を通じて防災情報

に活用されるほか，中長期の地域計画策定の際の基礎

資料としての価値を持っていると言える．さらに，地

球温暖化の研究を目的とした手法開発やモデルの改良

は，日々の気象予報にも転用できる可能性を持ったも

のがあり，応用気象の分野でも研究ツールがシームレ

スになることで，副次的な効果を持つことも期待され

る．またその逆に，日々の予報のための手法が気候予

測研究に応用されることもあろう．

４．地域気候予測のニーズへの対応

前節で力学的ダウンスケーリングによって空間解像

度の高い気候データを得ることができると述べた．し

かし，地域によっては局地的な要因に起因する地域特

有の現象の再現が十分でないことがある（例えば，さ

らに細かな地形や土地利用の影響など）．また，地域

や分野によって関心のある気象要素が異なることがあ

るため，利用者が望むデータが常に存在するとは限ら

ない．前述のように，(１)地球温暖化に伴う気候変化

の傾向は地域ごとに異なる，(２)昔からそれぞれの地

域で特有の気候に適応してきた，の２点を考えれば将

来の気候に対する関心事も地域によって異なることは

必然であろう．筆者らが北海道の自治体，行政関係者

やコンサルタントらに行ったアンケート調査による

と，北海道の地域気候予測に対して地域ならではの要

望があることが分かった．例えば，地球温暖化による

影響は，本州では夏の暑熱環境に関心が高いのに対し

て，北海道では冬の最低気温の変化に対する関心が高

い．気温と同様に降水量もニーズの多い要素である

が，北海道では降水だけでなく降雪量や積雪深など雪

に関係する要素に高い関心がある．積雪地域におい

て，雪対策が行政の重要課題であることを反映してい

る．具体的には除雪費用の試算や水資源としての利用

可能性を評価する必要があるためである．防災の観点

からも，強い降雪に伴う気象災害や急激な気温上昇が

もたらす融雪期の増水も寒冷地特有の課題である．

このように，気候予測情報に対する社会や行政の

ニーズは地域や専門とする分野によって多様であり，

各々が好みの条件で気象データを加工したいわけであ

る．このようなニーズに可能な限り対応することが望

ましいのは当然であるが，気象の専門家が全てのニー

ズに対応することは非現実的である．このような状況

を克服するために現在取り組んでいる研究を紹介す

る．

筑波大学，海洋研究開発機構と北海道大学の共同研

究で，気候予測のための力学的ダウンスケーリングが

できるソフトウェア（通称，ダウンスケーラ）を開発

中である．ダウンスケーラは，領域気象モデルを含ん

だグラフィカルユーザーインターフェス（GUI）のア

プリケーションである（第１図）．このダウンスケー

ラを使用することで，気象学の専門家でなくとも自前

のコンピュータを用いて簡略化された条件のもとでダ

ウンスケーリング実験を行い，興味のある地域の地球

温暖化予測を行うことができる．計算の対象期間（対

象月）や対象領域は，ユーザーが自由に設定でき，計

算結果を既存の観測データと比較する機能や，データ

として出力する機能を装備する予定である．また，将

来の土地利用を設定できる機能を用意しており，都市

計画策定の際の科学的根拠として本システムが利用さ

れることを期待している．ダウンスケーラシステムに

よって，気象以外の分野の研究者・技術者や自治体関

係者らのユーザーが，各々の関心のある領域の簡易的

な温暖化予測を行うことが可能となる．ただし，ここ

で注意しなくてはならないのは，計算結果の解釈の部

第１図 ダウンスケーラシステムの概略図．
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分である．簡易的な手法を用いるために幾つかの重要

な制約条件があることに注意する必要があり，また，

気象モデルの結果が持つ様々な不確実性については専

門家の判断が必要であるため，当面の間は気象学の立

場から専門的なサポートが必要である．

ダウンスケーラが実用化されると，地域のニーズに

特化した地域特有の現象の影響予測を行うことができ

る．ここでは，将来の積雪予測へ応用した例を紹介す

る．第２図は現在開発中のダウンスケーラと同等の環

境で実施した温暖化時の北海道の積雪深の変化を示し

ている．計算は10kmメッシュの領域気象モデル

WRF（Weather Research and Forecasting;

Skamarock et al.2008）を用いて，MIROC3.2(me-

dres)（K-1Model Developers 2004）のA1bシナリ

オ実験を擬似温暖化手法（佐藤 2010）によってダウ

ンスケーリングした結果である．従来の利用可能な地

域気候予測データセットは，将来の特定の年代に限ら

れていることが殆どであり，適応策を計画するために

は極めて限定的な情報しか得られない．ダウンスケー

ラでは，予測する年代を自由に選択することができる

ため，広域の気温上昇に対応して積雪深が変化してい

く様子を連続的に解析することができる．標高1000

mより高い地域では降雪量は増加し，低い地域では

降雪量が減少する傾向がみられた．降雪量の減少傾向

は空間・時間に一様ではなく，標高の低いところほど

早く減少し，標高500m～1000m程度の地域では今世

紀後半から減少傾向が顕著になることが示された．こ

のように積雪変化の傾向を把握することで，影響が深

刻化する年代の特定や，適応策でターゲットとすべき

年代を検討する際の情報を得ることが可能になる．関

連する気温等の解析結果の一部はMatsumura and
 

Sato（2011）でも述べられている．

次に，温暖化による積雪変化を別の視点から調べた

研究（中村ほか 2011）を紹介する．第３図は，2005

年12月～2006年４月の札幌近郊（定山渓）における積

雪断面構造の時間変化を表している．５kmメッシュ

のWRFを用いたダウンスケーリングによって，１時

間おきの気温，風速，相対湿度，降水量を求めた．こ

れらの気象データを積雪変質モデルSNOWPACK

（Bartelt and Lehning 2002；Lehning et al.2002a,b）

に入力し，積雪の密度の時間変化を計算している．第

３図上段に示された積雪構造の時間変化は，実際に観

測された積雪断面の特徴をよく再現している．第３図

下段は温暖化を想定した実験結果である．詳細な説明

は省略するが，この計算では2005/06年の冬季とほぼ

同様な日々の気圧配置のもとで力学的ダウンスケーリ

ングを行うものの，全球気候モデルによって予測され

た2070年代に相当する広域の平均的な気温上昇や水蒸

気量の変化を考慮している．地球温暖化に起因する北

海道周辺の気温上昇の結果，厳冬期においても積雪中

に高密度のざらめ雪層が形成されており，平均的な積

雪密度が増加している．また，２月前半にほぼ全層が

ざらめ雪に変質することや，融雪の早期化が明確に現

れている．温暖化が進行すると，積雪深や積雪期間の

変化だけではなく雪質の変化（雪密度の増加）が現れ

ることが分かる．このような手法をさらに精緻化する

ことで，雪崩リスクの評価や積雪荷重による建築物へ

の影響など，積雪地ならではの課題に対応することが

できると期待される．

５．最後は人へ

「地域づくり」や「地域の自然科学の研究」におい

て，どのように気象学の知見を活かすことができるの

か，またその考え方について幾つかの視点から述べ

第２図 北海道の最深積雪深の変化（m）．括弧内の数値は850hPa面における北海道周辺の冬季平均気温の変
化量．
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た．気象データや気象の知識を活用し地域づくりに生

かしていくためには様々なアプローチが可能である．

しかし，大量のデータを処理し，得られた結果に対し

て適確な考察ができるのは気象学を専門とする人間で

あると考えている．前に述べたように，気象は地域の

成り立ちと密接な関わりがあり，地域づくりにおいて

欠かすことのできない情報である．しかし専門家であ

れば誰でも良いという訳でもない．地域の気象に最も

精通しているのは，その地域に在住の気象関係者であ

ると思う．各地域の気象研究者や気象予報士が地域の

気象に対して積極的に関心を持ち，コミュニケータと

して機能することで，地域を研究する他分野の研究者

や地域社会へ情報発信が促進され，地域気候情報の利

用や普及はさらに拡大するであろう．

また，住民が地域特有の気象に関心を持つことで，

地域への愛着を深める効果も期待できる．小学校の授

業で地域の特色を学習する際に，地域の気象が題材と

なることがある．特色のある気候は地域の誇りでもあ

る．地域特有の気象を学ぶことは，気象災害に対する

防災力の向上にもつながる．このように，気象学を通

じた地域の人材育成や教育・啓蒙活動は，地域の研究

教育機関や気象台，気象予報士会など気象学会に関わ

る多くの方々がこれまでも注力されていると思うが，

地域社会のニーズも取り入れつつ，より一層充実され

ることを期待し，筆を置くことにする．
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